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研究要旨：がん対策推進基本計画の重点項目「がん登録の推進」であげられた目標達成の

ため、がん診療連携拠点病院（以下、拠点病院）などにおける院内がん登録の標準化を推

進し、院内の情報システム系との円滑な利活用を図るため、１）登録様式の標準化、２）運用

体制・手順の標準化、３）登録支援ソフトウェアの開発・改善、４）拠点病院全国集計結果の

分析・利用と公表手法の検討の４つの課題について研究を行った。 

１）登録様式の標準化では、がん登録法制化などの社会的な動向を考慮しつつ、項目定

義等の変更についての検討を継続して行う他、病期分類の登録精度に関する検討を行っ

た。また、米国の Collaborative Staging Ver.2 のサブセット版を試験運用し、処理時間等

を検討した。２）運用体制・手順の標準化では、登録様式改定や大学病院での登録手順な

どにおける問題点の検討するとともに、全国集計データ提出時の品質管理サーバーを開

発・運用して、運用上の問題点を評価・改善し、拡張性を高めた。３）登録支援ソフトウェアの

開発・改善では、研究班で開発した院内がん登録システムである Hos-CanR plus の提供を

行うとともに、そのサブシステムを開発した。４）拠点病院全国集計結果の分析・利用と公表

手法の検討については、精度評価のための指標の検討・策定を行うとともに、全国集計の効

率化に向けて情報収集システムを運用した。 

以上、第三年度は、継続的に研究を実施して、標準化への取組みを進めるとともに、新た

な評価指標の策定や来年度の検討課題を抽出を行った。また、実務的にも研究成果を踏ま

えたシステムの提供・運用を開始した。 



Ａ．研究目的 

 がん診療連携拠点病院などにおいて実施

される院内がん登録の標準化を推進という

大きな目的のため、がん診療連携拠点病院

全国集計の分析を通じて、より実効性のあ

る標準的な様式・手順を集計結果の提示方

法および研究における利用方法も含めてモ

デル的に確立・提示することが本研究の目

的である。また、あわせて、がん登録実務

者を中心とした手順・登録内容の標準化、

および他のシステムと連携した標準的ソフ

トウェアの提供を通じて、精度の高い院内

がん登録の実現をめざす。 

 

B. 研究方法 

 がん診療連携拠点病院などにおいて実施

される院内がん登録の標準化を推進し、院

内の情報システム系との効率的な連携を図

るため、以下の４点の検討・開発を行う。 

１）登録様式に関する検討 

a) 標準登録様式の定義・コーディングル

ールの確立 

研究分担者の他、地域がん登録関係者な

どとも共同し、登録項目の定義やコーディ

ングルールの検討を継続して行い、標準登

録様式改定案を策定する。 

b) 詳細病期分類コード導入の検討 

米国で運用されている Collaborative 

Staging（CS）は、UICC 改訂に大きな影

響を与えるなど、がん診断情報の基盤とし

てきわめて有用であるため、こうした詳細

な病期分類コード体系のわが国への運用実

験を行う。CS の Subset 版を構築して、わ

が国でのテスト運用を 1～2 年かけて行い、

導入方法を模索する。 

 

２）運用体制・手順の標準化についての検

討 
a) がん登録実務者の育成 

登録業務の中核を担うがん登録実務者の

育成とそのスキルの向上をめざし、UICC 

TNM 分類第 7 版に対応した教材の作成や

カリキュラムの改善を実施した上で、国立

がんセンターがん対策情報センターと連携

して院内がん登録初級実務者研修会、中級

実務者研修会を実施しつつ、登録実務者な

どの協力を得て、この教材およびカリキュ

ラムの検討・評価を行う。また、欧米にお

いて2010年から適用されているUICC第7

版に関して、テキストなど教材の作成を行

い、初級修了者研修会で利用する。 

b) 登録手順・体制に関する検討 

運用体制・手順の標準化については、臨

床医師に負担をかけない院内がん登録の実

施を目標として、特にネットワークを通じ

たデータ提供・収集の仕組みの実証的な実

験を通じて、より即時性が高く、効率的な

運用方法を策定・提示する。 

３）登録支援ソフトウェアの開発・改善 

既に国立がん研究センターで開発済の

Hos-CanR を母体に、院内の情報システム

系との連携機能を強化するとともに、UICC

第 7 版を初め、各種取扱い規約に対応した

がん診療連携拠点病院等での運用を前提と

した院内がん登録支援ソフトウェアの開

発・改善を行った上で、その実証的な運用

を通じてソフトウェアの実効性を評価する。

また、診療科データベースを含めた他のシ

ステムとの連携機能を強化して、登録精度

の向上をめざす。 

４）がん診療連携拠点病院全国集計結果の

分析・利用と公表手法の検討 



a) 全国集計結果の分析と集計方法・研究

利用方法の検討 

がん診療連携拠点病院全国集計情報から

詳細な分析あるいは追加的な調査研究を行

い、これらのデータの研究利用の方法につ

いても検討・策定する。また、標準的な集

計方法の検討・改善を継続的に行う。 

b) 全国集計結果公表手法の検討 

今後、全国集計で得られる生存率等の情

報も含めた集計結果の公表について、結果

がより適切に利用・解釈されるようにその

方法を検討・提示する。 

 

C. 研究結果 

１）登録様式に関する検討 

a) 標準登録様式の定義・コーディングル

ールの確立 

平成 24年度は標準登録様式改定案（表 1）

に修正を加えたわけではないが、病期分類

の亜分類についてコード案（表 2）を提示

した。がん登録の法制化も進行する中で、

最終的な地域がん登録（全国がん登録）の

骨子案も示されているが、この全国がん登

録で適用される項目案といて、活用される

ことが望まれている。昨年度の報告におい

ても言及したとおり、本改定（案）では、

①院内がん登録から地域がん登録への情報

提供を円滑に、かつ医療機関での二度手間

を避ける、②施設間のがん診療実態の比較

に向けての情報基盤として活用できるよう

にする、③空欄と未入力を区別するなど、

入力値の定義を明確化、④従来の必須項目

を拡充して、標準項目として院内がん登録

として必要な、より詳細な情報の収集を図

る、などがその目的であり、従来の院内が

ん登録標準様式の必須項目をベースとして、

①院内がん登録の項目の Subset が地域が

ん登録の標準的な項目となる構造とした。

②初回治療の定義の明確化と他施設の治療

情報の収集に向けての項目の強化、③選択

肢の一部拡充と集約などを図っている。こ

れについて研究班としては、適用決定まで

の間、その整合性の検討を継続して続けて

いくことになる。 

 b) 詳細病期分類コード導入の検討 

米国で運用中の Collaborative Staging

などの詳細な病期分類コード体系のわが国

の登録様式への導入検討をするため、沖縄

県の 4 病院の協力を得て、CSV2 入力のフ

試験的運用を開始した。増田および東研究

分担者は、この試験運用の中での実入力時

間を測定し、全体では 20～30 分を要するこ

と、またがん種によっては肝臓、乳癌のよ

うに症例によるばらつきが大きいものがあ

ることを指摘した。詳細の解析はこれから

であるが、少なくとも主要 5 部位（2010 年

集計では約 25 万件：症例区分２または３）

に CS を適用した場合、単純計算で 1 施設

あたり 242 時間、約 0.14 人分の追加労働が

発生すると考えられた。 

 

表３．CS の入力時間と想定負荷（時間） 

がん種 
平均時間

（分） 
95% 

信頼区間 
1 施設の 
追加時間 

全がん 21 20-23 242 

胃 26 23-29  64 

結腸 17 14-19 30 

直腸 26 16-24 24 

肝細胞癌 34 27-40 26 

胆管細胞癌 33   8-57 1 

肺癌 28 26-31 60 

乳癌 22 21-40 37 
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た手順の標準化は喫緊の課題であるとした。

研究分担者は初回治療情報として、

自施設受診前の他施設での初回治療、さら

に自施設から初回治療の継続を他施設に依

頼する等のパターンでの初回治療情報の把

握ができるかを検討し、自施設受診前の治

療の大部分は把握できるものの、自施設受

診後の治療については把握が難しく、初回

治療全体の経過を把握する仕組みの構築が

困難であるとの結果を示した

津熊研究分担者は、60 の拠点病院を対象

として、実務者の研修に関する要望をとり

5 部位以外やデータ活用につ

いての研修や、病期分類や治療に関する

料に対する要望が強いことを報告した。
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ードバックする検討を開始した。 

同品質管理サーバーの 2010 年集計での

運用実績は、図 1 に示すように 1 施設あた

りの件数は 214~8620（中央値：1311）で、

図２のようにおよそ 1000 件の処理に 40 秒

を要した。アクセスが集中した際には待ち

行列が生じ、120 秒を要した例もあったが、

おおむね円滑に運用された。また、実際の

品質管理の結果では項目番号 350 診断根拠

と 352 病理組織標本由来の組み合わせエラ

ーが 127 施設と多く、組織診陽性の時以外

（例えば細胞診）に原発巣や転移巣のコー

ドが選択されているケースが目立った。こ

の点は研修会等でルールの強調をする等の

対応が必要と考えられた。 

次いで多かったエラーは項目番号 180 症

例区分と 150～170 の診断 3 区分の組合せ

チェックで、81 施設においてエラーが生じ

ていた。しかしながら、こうしたエラーチ

ェックでの問題は 2011 年以降減少傾向を

示しており、登録の精度向上が認められる 

 

結果となった。 

 

３）登録支援ソフトウェアの開発・改善 

 a)Hos-CanR Plus の開発・改善 

先行研究班で開発された支援ソフトウェ

アである Hos-CanR をベースとした後継シ

ステムである Hos-CanR Plus を開発し、平

成 24 年 5 月に公開した。開発自体は平成

23 年度に行ったため、前年度の報告と重複

するが、電子カルテなどとのやりとりがで

きる「リンク機能」は継承しつつ、診療報

酬データとして多くの施設で標準的に作成

される E/F ファイルを読み込むことで、

casefinding のもととなるデータベースが

構築され、そのデータを用いて最終来院日

や検査・治療内容の参照が可能となるシス

テムとして開発されている（検証作業の遅

れからE/Fファイルの読込み機能は平成25

年度内に提供予定）。 

Hos-CanR Plus は、登録対象見つけ出し

ツールである Casefinder Plus、病期分類変 

 

エラーフリーで提出完了 

品質 
管理 

集計 
データ 
ベース 

結果 
ファイル 

個票データ 
（匿名化） 

結果 
ファイル 暗号化 

個人識別 
データ 

個票データ 
（匿名化） 

個票データ 
（匿名化） 

匿名化 

復 号 
結果 

ファイル 

品質管理 
結果参照 

通信・ 
情報交換 

個人識別 
データ 

個票データ 
（匿名化） 

全国集計 
データファイル 

出力 施設の 

院内がん登録システム 

品質管理 
中央 
サーバー 

図３. 品質管理ツールのダイアグラム 



換ツール CanStage Plus、予後調査支援ツ

ール CanTrace Plus と連携できるシステム

として開発されており、平成 25 年度中に公

開する予定である他、国立がん研究センタ

ー中央病院で開発・試験運用中の DPC のデ

ータ作成など退院サマリ等の処理を含む診

療情報管理システム（ADMS-Hos：仮称）

とも連動する形で開発・検証を進めている。 

また、津熊研究分担者は大阪府立成人病

センターでの独自システム開発をもとに、

地域がん登録への提供に特化したシステム

を開発した。 

 b)診療科データベースの開発 

自由度が高く、院内がん登録とも円滑に

情報交換ができる診療科データベースの開

発・提供は、登録に対する医師の協力を得

る上でもきわめて有用であると考えられ、

臓器がん登録などとの連携を視野に使いや

すい標準的診療科データベースを構築する

ことをめざすべきと考えられ、固武研究分

担者は、NCD（National Clinical Database）

と連携したシステムが多くの課題解決につ

ながる可能性を示唆した。 

 

４）がん診療連携拠点病院全国集計結果

の分析・利用と公表手法の検討 

a) 全国集計結果の分析と集計方法・研究

利用方法の検討 

研究班では研究分担者がそれぞれの立場

で拠点病院全国集計情報から詳細な分析あ

るいは追加的な調査研究を行った。こうし

たデータ利用については、平成 24 年 12 月

にデータ利用審査委員会が組織され、デー

タ利用規約に基づく利用申請に対して審査

を行うこととなり、この制度を利用して、

拠点病院においてもデータ利用が拡大して

いくことが期待される。 

柴田研究分担者は、2010 年全国集計にお

いて肺癌の組織型別集計を実施するととも

に、2009 年集計情報に基づいて部位別のが

ん罹患数／がん死亡数（I/M 比）を 2007 年

の地域がん登録から算定し、その I/M 比に

2009 年の各都道府県のがん死亡数を乗じ

て、がん罹患数を推定した上で、都道府県

別に院内がん登録で登録されている登録件

数が罹患数に対してどれくらいの割合を占

めているかを検討した。地域がん登録によ

り即時性の高い実罹患数が把握できること

が望ましいが、それが得られるまでの間は、

こうした推計を積み上げながら、院内がん

登録のデータを利用したがん対策へのアプ

ローチが必要であろう。 

こうした対策に向けての集計方法の検討

をする一方、研究班としては現状の院内が

ん登録の精度を評価しつつ、改善を目指し

ている。津熊研究分担者は、都道府県に還

元された、当該地域の拠点病院の個票デー

タを利用して、胃癌・術後病理学的病期：

ⅡまたはⅢ期・根治度 A または B（治癒切

除）・年齢 20～80 歳について分析を行い、

実施率の低い施設については登録の際の見

落としや解釈違いが原因であるとした。 

東研究分担者は、胃・大腸・肺・乳房の 4

部位 142,150 件を対象に、臨床病期と病理

学的病期の異同を検討し、手術前の臨床病

期が病理学的病期より低めに見積もられる

ことが多く、患者要因等の差を勘案しても

施設による差異が存在することを示唆した。 

西本研究代表者は、研究協力者と共同し

て、大腸癌における TNM の組合せと病期

の一致率を 2007 年と 2008 年で比較した。

その結果、表４のように TNM の組合せが



病期と一致しない率は cTNM：1.80%→

0.65%、pTNM：1.85%→0.36%（2007→ 

2008年）、UICC TNM分類には存在せず、

わが国の取扱い規約には存在する「N3」が

入力されている例数を施設数と合わせて検

討し、2007 年から 2008 年では特定施設で

改善が見られないとしたが、2010 年症例を 

追加的に検討すると、かなりの改善が見

られ、かつ施設数も半減したの改善に比べ、

の一致率年を追うごとに改善傾向を示すこ

とを示した。しかしながら、21 施設におい

ては複数症例で「N3」と登録されており、

今後はこうした施設の施設特性（特に医師

の関与）を検討する必要があるものと考え

られた。 

 
こうした主要 5 部位についての精度向上

は認められるが、それ以外の部位の UICC 

TNM 分類については入力が必須ではない

こともあり、現在まで病期別の集計はなさ

れていない。西本研究代表者は前立腺癌に

おけるT1は本来ｐTNM としては採用でき

ないこと、膀胱癌において外科的治療が行

われない限り pT2～pT4 が付与されないと

いう性質を利用して、表記の 2 部位につい

ての病期分類の登録精度を検討した。 

前立腺癌において初回治療が自施設で外

科的治療として施行されたにも関わらず、

pT1 と登録された比率を縦軸に、外科的治

療施行件数を横軸にとったグラフを図４に

示す。 

 
 

同様の解析として、膀胱癌の初回外科治

療が施行されていない例での pT2-T4 割合

を横軸の症例数をとって図５に示した。 

 
 いずれも本来であれば、0%に近いはず

であり、症例数が多くなるにつれて間違っ

ている割合の減少傾向は見られるものの、

10%前後の症例で T 因子の付与ルールが誤

っていることになる。  

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0 20 40 60 80 100

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0 20 40 60 80 100

表４．TNM 分類の組合せと病期が不一致 

 cTNM pTNM 

2007 年 725 例 
1.80% 

670 例 
1.85% 

2008 年 332 例 
0.65%* 

165 例 
0.36%* 

表５．大腸癌「N3」入力例数 

 施設数 症例数 

2007 年 115 231 

2008 年 103 176 

2010 年 57 97 

図４．前立腺癌外科手術例の pT1 割合 

図５．膀胱癌外科手術なしでの pT2-4 割合 

（件数） 

（件数） 



b) 全国集計結果公表手法の検討 

猿木研究分担者は、群馬県地域がん登録

での 2009 年の DCO（死亡診断書情報のみが

得られた症例）が 6.5%と改善した事例を挙げ

て、院内がん登録の普及に伴う地域がん登録

の精度向上を示すとともに、こうした改善を踏

まえて、住基ネットを利用した生存確認調査と、

そのデータの施設への還元を個人情報保護

条例の改正により可能となったことを報告した。

また、毎年の予後調査が地域がん登録から還

元されることによる生存率算定が、最新の治療

結果を反映した形で示せることのメリットを強調

した。しかしながら、他県から流入した患者分

の生存確認調査が問題である点は解決してお

らず、今後の課題として残ることとなった。 

 

D. 考察 

全体を通して、研究第 3 年度の調査とし

て、1～2 年次の現状把握に基づいて実際の

調査や実用開始が行われた。 

標準登録様式改定案は今後数年のわが国

の地域がん登録・院内がん登録のあり方に

大きく影響を与えるものであることは、今

年度の検討の中でも同様の認識下にある。

特に平成 25 年度に成立する見込みが高ま

っているがん登録の法制化との関連でいう

と、地域がん登録との連携をこのタイミン

グで確立したものとする必要があるととも

に、患者・国民にも提供できる「役に立つ

がん登録」、特に施設別の診療実態を示すた

めに必要な項目の策定とそのデータ収集に

関わる仕組み作りが重要と考えられる。 

Collaborative Staging については、米国

等では 2010 年から採用され、わが国での採

用が2012年からと遅れたことにより、2010

年と 2011 年の病期分類データの日米間で

の比較は困難となった事情を踏まえると、

少なくとも一部の施設での運用実績を積み

重ねることを前向きに検討する必要がある

と考えられる。所要時間についても

preliminary な集計では、アメリカにおけ

る CS のフルバージョンを含む登録所要時

間が 1 時間程度であるとの調査結果からい

うと今後の短縮は可能であるとはいえ、施

設への負荷が雇用ベースで 0.2 人程度発生

するという点を考慮すると、実際の適用に

おいては一部施設に限っての適用が妥当か

もしれない。また、この運用で進められて

いる中央に設置したサーバーに匿名化して

データを送付する仕組みも昨年言及した通

り、今後の院内がん登録関連情報の収集に

おいて中軸的な役割を担うものとなること

が期待されており、施設への情報の還元な

どの院内がん登録に関連した業務を含めて、

施設と中央サーバー接続の確立・普及はき

わめて重要であると考えられる。平成 24 年

度から始まった拠点病院等の関係者におけ

る院内がん登録のデータ利用についても、

これを促進していく上で、サーバーでのデ

ータのやりとりや特殊集計の提供をより簡

便に行うことが可能になるなど、利点は大

きい。また、ルーチンで行う集計機能につ

いても、年次別の比較やいくつかの条件設

定（例えば、病床数別、設立母体別、施設

類型別等のカテゴリー）をサーバー側で提

供して、カテゴリー別に比較したデータを

提供できるようにするなど、従来の集計結

果を提供するだけでない、情報提供を全国

集計参加施設に提供することは、施設にと

って院内がん登録データの利用価値が高ま

ることになるとともに、実務者の集計に関

する負担軽減となり、分析と企画立案によ



り多くの労力をさくことができるものと期

待される。 

こうしたネットワークを利用した情報収

集・提供システムの構築と並んで、運用に

おける問題点、特に Casefinding 手順に関

する相違がデータに与える影響も、大学病

院の事例で報告されており、項目・登録ル

ール等のいわば構造（structure）での標準

化だけでなく、手順（procedure）における

標準化の検討も必要と考えられた。 

structure については、登録様式の問題や

新たな治療方法をどう分類するかなどの議

論を研究班内で行ってきたが、地域がん登

録との関連もあり、ルールの確立にいたっ

ておらず、今後はこうしたルールについて、

合理的にルール設定する諮問機関が運用さ

れる必要があろう。また、治療情報の収集

については、少なくとも自施設の前に行わ

れた治療情報の利用については可用性が確

認されており、情報の粒度向上の意味から

いっても、他施設の情報も無理なく収集で

きる体制を検討する必要があろう。 

一方、従来不十分であった procedure の

標準化についても検討する時期が来ている

と考えられる。ネットワークを介した登録

のみならず、各施設共通に存在する院内の

情報源をどう使うかが重要になるため、本

研究班で開発され、平成 25 年度に公開・提

供される予定の Casefinder Plus が担う先

駆的役割はきわめて大きいと思われる。こ

のシステムは DPC 制度の中で標準化ファ

イルとして確立した E/F ファイルを元に、

薬剤・処置など、がん診療に関連したもの

を抽出し、診療報酬上の病名ファイルを読

み込むことで、casefinding を行うという仕

組みであるが、他のシステムにおいても同

様の方法での Casefinding 機能を実装すれ

ば、手順そのものの移動は少なくなるもの

と期待される。Hos-CanR plus 自体は拠点

病院の約 40%で用いられていると推定され、

その影響力は大きく、研究班としても手順

の標準化を図るツールとして、提供してい

く意義は大きいと考えられた。 

このように手順の標準化を図りつつ、「役

に立つがん登録データ」とするためには、

精度の向上も併せて図る必要がある。特に

病期分類については、実務者研修でも重要

な部分であることから、テキストの策定の

みならず、精度の評価を実際に行う必要が

あることから、全国集計データの解析を継

続してきた。西本研究代表者は今年度、2

つの解析を行ったが、そのうち大腸癌の病

期分類においては 2008 年以降精度向上が

認められた。2012 年以降は病期分類が変更

されるため、新たな手法の検討が必要とな

るが、全般的な傾向として、主要 5 部位に

ついては改善が顕著であると推測される。

一方、主要 5 部位以外については泌尿器系

の部位で示されたように病期分類について

は不十分であることが推測された。このた

め、精度評価の対象を主要 5 部位だけでな

く、対象部位を広げた形でのモニタリング

を継続することが必要であると考えられた。

実際、主要 5 部位のみの病期を入力してい

る施設は最新の 2011 年全国集計で調べて

みると拠点病院の 95%を越えており、この

データ利用を行うための精度評価が必須で

あると考えられた。このため、症例数の多

い施設への注意喚起あるいは病期分類のポ

イントとなる情報などを提供する等の取組

みの検討も必要と考えられた。 

データ利用と公表手法については、今年



度の検討は不十分であったが、2007 年およ

び 2008 年 3 年予後情報の収集も平成 25 年

度に予定されており、2 年合わせた形での

検討を都道府県がん診療連携拠点病院連絡

協議会がん登録部会が中心となって行うこ

ととなる。この検討についても研究班とし

て提言していく必要があり、先行研究での

全がん協公表指針を下敷きにした公表指針

案を研究班として提示、全国集計データと

あわせて、がん登録部会での検討を実施し

ていくことになろう。 

 

Ｅ．結論 

今年度は、前年度に引き続き、各課題共

に現況把握をもとに、実証的なあるいは実

用的なレベルの検討・実施を行なった。来

年度は、情報提供機能の充実による院内が

ん登録医療機関でのデータの分析につなが

る取組みを強化していくとともに、役立つ

データとしての位置付けを獲得するために

も、精度評価を通じて精度向上のための方

策を提言していく必要があると考えられる。

とりわけ、がん登録法制化の議論の中でも

施設の診療実態の提供のニードは高く、院

内がん登録データをどのように収集し、ど

のように公表していくかという課題の解決

を図る必要があろう。 

 

Ｆ．健康危険情報 

今年度の研究においても、連結可能匿名

化情報の範囲での運用としており、情報セ

キュリティーの確保などには注意を払って

行った。個人情報を直接扱う研究は実施さ

れておらず、連結可能匿名化された情報で

実施され得ることから、現状で特に問題は

生じていない。 

 

G．研究発表 

研究代表者：西本寛 

都道府県のがん対策とがん登録情報.日本
のがん対策―「今、何をするべきか」が
わかる本－今井博久 編 サンライフ企
画;2012:80-90、 

2010年がん診療連携拠点病院院内がん登
録全国集計報告書 国立がん研究セン
ター がん対策情報センター、2012.11 
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